
・利用目的についてすでに法的審査を受け
ている場合は、その状況を記入。

・区画整理事業施行地内の場合は、「前
橋都市計画事業○○○○土地区画整理事
業地内」と記入。

・単価が同一の土地については、まとめて
記載。 ・物件ごとに記入し、消費税込みの額と

する。

・実測による精算の有無について、いずれ
かに○印。

・今回の届出の土地のみで利用する場合
は届出の面積を記入。
なお、届出に係る土地が一団の土地の一
部である場合は、当該一団の土地の全体
の面積を記入。

・届出者（権利取得者）の土地利用目的、
事業計画等を具体的に明記。

・利用目的の変更の有無について、いず
れかに○印。

・利用目的に係る土地の面積に占める樹林
地、草地、水辺地、砂地等以外の土地面積
の割合を現況、計画の順に記入。 ・住宅団地等における想定人口等を記入。

・借地権、信託受益権等の移転の場合に記
入。

・実測取引の場合に記入。

・土地とともに建物等の権利を移転した場
合に記入。

・取引後も存続される所有権以外の権利
（地上権、地役権、賃借権、抵当権等）
が設定されている場合に記入。（無い場
合には「該当なし」と記入。

・所有権の場合、「内容」欄は記載不要。
・地上権又は賃借権の取引の場合には、
その内容について記載。その他の場合に
は、「該当なし」と記入。

・売買、交換、代物弁済、譲渡担保、信託
受益権等を記載。

・単価の端数は、一円未満を切り捨て。

土地売買等届出書記入例
（所有権の移転の場合） ・届出日を記入。

・法人の場合は、その名称及び代表者名を
記入。

・譲受人の主たる業種の数字に○印。

・該当する取引の形態に○印。
・代理人に委任する場合には、「代理人」
と表示し、代理人の氏名、電話番号を記
載。 ・区画整理事業施行地内の場合、「所

在」欄の「登記簿」欄には従前の地番
を、「住居表示」欄には仮換地の街区及
び地番を記入。「面積」欄の「登記簿」
欄には従前の面積を、「実測」には仮換
地後の面積を記入。

・地番ごとに記載し、記載しきれない場合
は別紙を用いて同様に記載。（別紙には契
印を押印。）


